








参考３０ 湖沼等の水質保全に取り組んでいる農業者団体の事例（環境保全型農業推進コンクール受賞団体から抽出）

団 体 名 取 組 概 要

・琵琶湖の水質保全に対する関心が高い湖東地域にあり、農業系からの負荷削減に集落ぐるみで取り組んでいる。北花沢営農組合
・農業排水（濁水）対策として浅水下かき、側条施肥田植機、畦シートの設置により肥料成分の流出を抑えているほ【滋賀県愛知郡湖東町北花沢】
か、肥料・農薬の節減に取り組んでいる。

町が強力なリーダーシップを発揮し、三方五湖の水質改善に対する町民全員の意識改革を図り、補助事業等を活用三方町 ・
して水質浄化を実践している。【福井県三方郡三方町】

。 、 、 、・農業生産面からも肥料・農薬を流出させない取り組みを行っている 特に 湖に人工の筏を浮かべ アシを植栽し
窒素、リンを吸収させ、それを刈り取り梅園の敷草に利用し、雑草の防止、肥料養分の流出防止と梅園の表土流失
防止を確立した独創的な技術を行っている。

・カントリーエレベーターから排出される籾殻を利用した籾殻堆肥による土づくりを推進している。

四万十川の清流保全のため、生活排水や畜産排水等総合的、長期的な取り組みを織り込んだ「清流保全施策実施計西土佐村環境保全型農業推進 ・
画」を策定・実施している。協議会

【高知県】 ・地域内のモミガラと鶏糞、し尿を原料とした堆肥を製造し土づくりを実施している。

阿尾地域農業推進協議会 ・中核農家、営農組織を中心に村ぐるみの減農薬栽培による米生産を行っている。
【富山県氷見市】 ・土づくりの拠点施設（堆肥製造、保管）を建設し、中核農家や営農組織による堆肥散布などの土づくりを実践して

いる。
河川等への肥料流出防止として、側条施肥田植機や肥効調節型肥料を使用している。・
また、発生予察に基づいた効果的な防除を実施している。

・集落の申し合わせにより、水田畦畔の除草を年４回、河川の除草も全市一斉草刈で景観維持に努めている。

八日市市【滋賀県八日市市】 ・病害虫防除所の病害予察のほか、市独自の予察調査も合わせて防除時期の判断、薬剤を選定し、農薬使用を必要最
小限にするきめ細かな防除を実施している。

・市単独事業で畦畔にカバープランツを栽植し、除草剤の節減と景観づくりに努めている。
琵琶湖の水質保全のため、田植期の水田からの濁水の防止、施肥田植機の普及などに取り組んでいる。・

・諏訪湖の水質保全のため、側条施肥田植え機の導入による施肥量の削減、肥料成分のほ場外への流出抑制農事組合法人 諏訪市西山地区
・稲わら腐熟のための微生物資材の活用による保肥性の向上、秋耕起の完全実施での土づくり

農豊組合 【長野県諏訪市】 ・農薬施用は、苗箱施薬や田植え時の除草剤１回散布に限定する等減農薬を推進
のうほう

会津有機米研究会 ・雑草防除は田植え後除草剤を１回散布のみ、畦畔の徹底した刈り払いによる減化学農薬の取組み
【福島県耶麻郡猪苗代町】 ・米穀商から排出される米糖由来の脱脂棟と魚かすによる有機質肥料を考案し、施肥量の９０％を活用

・水田に沿った小排水路をパイプライン化し余分な排水を少なくすることで猪苗代湖の水質保全
・消費者とのほ場交流会や小学校での米づくり体験学習活動等の啓発活動
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参考３１　滋賀県における環境こだわり農業実施協定締結の
　　　　  要件としている負荷削減技術と直接支払い制度の概要

（３）琵琶湖・周辺環境への負荷削減技術の実施

　　　　 下表に掲げる技術のうち、必須を含めて水稲、茶は４技術以上、その他の作物は３技術以上実施
　　　 することが必要です。

区　　　分 技術の名称（●は必須）
※水稲、茶は４技術以上、その他は３技術以上実施

具  体  的  な  内  容 対象作物

農業排水の適正管理
（琵琶湖・河川への
濁水、窒素､リンの
流出防止）

●水田からの濁水の流出防止 次①～③を全て実施する。 水稲

①あぜ塗り､けい畔ｼｰﾄの利用､けい畔
　の補修等による漏水防止対策を行う。

②田植え時期前後に尻水戸､けい畔から
　の漏水がないことを確認する。

③浅水代かき等により田植前（直播を含
　 む）の強制落水を行わない。

●茶園への過剰施肥防止 有機質肥料を含む年間窒素施肥量を
54kg/10a以下とする。

茶

○水田ハローの利用 水田ハローを利用して代かきを行う。 水稲

○局所施肥 施肥田植機を利用し側条施肥する。 水稲

肥料を作物の根の周辺の利用されやすい
位置に集中的に施用する。

野菜

○緩効性肥料の施用 肥料成分が溶け出す速度を調節した化学
肥料を施用する（茶の場合は硝酸化成抑
制剤入り肥料の利用を含む）。

全作物

○土壌診断に基づくリン酸資材の施用 土壌診断の結果に基づき必要な量だけの
リン酸資材を施用する。

全作物

○露地栽培におけるマルチ栽培の実施 マルチ栽培により肥料成分の流出を防止
する。

野菜

○根域制限栽培 ポット等を利用した根域制限栽培により
肥料成分の流出を防止する。

果樹

周辺環境に配慮した
病害虫雑草防除

●周辺環境に配慮した農薬の使用 水稲は①～③の全て､その他の作物は③
を実施する。

①廃液の出ない種子消毒法の実施(温湯
　　消毒､粉衣消毒等)または種子消毒の
　　廃液を適正処理する。

水稲

②ほ場への農薬散布後数日間の落水､ 漏
  水を防止する。（※農薬を使用しな
  い場合は実施したものとみなす）

水稲

③液剤を使用する場合は、薬液が残らな
  いように調製する。やむを得ず残った
  場合は散布むらの調整等に利用する。
  （※液剤を使用しない場合は実施した
   ものとみなす）

全作物

○飛散の少ない液剤防除の実施 液剤による本田防除を実施する。 水稲、麦、大豆

○除草剤を使用しないほ場周辺除草 草刈機による管理､グランドカバープラ
ンツの植栽等により、けい畔、ほ場に隣
接する農道・排水溝の法面､およびハウ
ス周辺(野菜のハウス栽培のみ)に除草剤
を使用しない。

水稲
麦、大豆
野菜
なたね

草刈機による管理､敷草､敷わら､草生栽
培(果樹のみ)等により､園内および園周
辺に除草剤を使用しない。

果樹、茶

○化学合成農薬を使用しない栽培の
　　実施（本田）

本田で化学合成農薬を使用しない栽培を
行う。

全作物

農業用使用済みプラ
スチック対策

●農業用使用済みプラスチックの適正
　　処理

使用済みの肥料袋、ハウス用被覆フィル
ム(農ビ､農ポリなど)､マルチ用ビニー
ル､農薬の容器などを野焼きしたり不法
投棄せず、JA等の回収に出すか、農舎等
で保管する。

全作物

○農業用プラスチックの使用量の削減 次の①または②のいずれかを実施する。 野菜、果樹

①長期展張性フィルムを利用する。

②分解性マルチを利用する。

出典：滋賀県農政水産部環境こだわり農業課ＨＰ
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6 　環境農業直接支払交付金

1　趣　旨

　  消費者が求める安全で安心な農産物の供給と自然循環機能の維持増進、および琵琶湖等の環境保

  全など公益的な価値を生み出す環境こだわり農業を県内全域へ普及・拡大するため、環境農業直接

  支払交付金を交付します。

2　交付先　　　 協定締結農業者等または農業協同組合

3　交付額　 交付額　＝　交付単価　×　作付面積　×　作付回数

4　事業実施期間 平成16～18年度（平成19年度以降の内容については、平成18年度中に検討を行

います）

5　10アール当たりの交付単価（円）

単価設定の区分
化学合成農薬・化学
肥料を慣行の５割以
下に削減

化学合成農薬・化学
肥料を慣行の７割以
下に削減

水稲
３ha 5,000以下分 1,000

３ 分 2,500ha超 500

野菜

施設栽培野菜(アスパラガス、トマト、
ミニトマト、きゅうり、メロン、いちご)

30,000 6,000

露地野菜、上記以外の施設栽培野菜 5,000 1,000

果樹
ぶどう、なし、もも、いちじく 30,000 6,000

うめ、かき、くり、ブルーベリー 10,000 2,000

茶 10,000 2,000

なたね 2,000 -

単価は変更することがあります

6  留意事項

　　①水稲の３haを越える分の単価は、３ha以下分の1/2とします。

  (例）４ha（40反)取り組む場合 　交付金額 ： 5,000 円  × 30反 ＋ 2,500円 × 10反 ＝ 175,000円

　　②野菜の単価について

  １作あたりの単価を設定しています。

  ※周年で10aを３作栽培する場合は、30a分が交付対象となります。

　  ③特例基準（化学合成農薬および化学肥料の使用量を７割以下に削減する栽培）について

  　新たに取り組む際に、技術水準、気象条件、土壌条件などによって、最初から環境にこだわり

  農産物のレベル（5割以下）での栽培が困難と認められる事由がある場合には、最初の２年間に

  限り特例基準で協定を締結することができます。（ただし3年目には5割以下にすることが必要です）。

　　④麦、大豆については交付金の対象とはなりませんが、環境こだわり農産物の認証を申請するこ

 とができます。
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